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1.研究の背景と目的
本研究の対象として取り上げる自主協定は,地域の空
間やコミュニティ秩序を破る開発や建築に対して住民が,
住環境制御を自主的におこなうことをその日的および内
容として制定する協定である｡
住環境コントロールに関するものとしては近代以前は,
地域コミュニティにおける伝統的な慣習法があり,地域
生活全般に対する規範力を伴って環境制御の効果をあげ
てきた｡しかし近代化の過程で慣習法はその規範性を失
い,かわって法により一律に設定された規制や基準が地
域空間の変化の方向を規定するようになった｡地域コミ
ュニティによる自律的な住環境コントロールへの要求が
おこったのは,高度経済成長期,公害や建築開発など地
域社会をおびやかす問題が多発し,これに反対し対抗し
て起こされた住民運動のなかからであった｡住民による
個別の反対や要求運動から継続的に地域共同の住環境保
全やコミュニティ形成を実現する手法として編み出され
たのが自主協定である｡
地域レベルでの住環境コントロールができる既存制度
としては,建築協定と地区計画がある｡しかし,建築協
定は規制内容に制限があって地区の特性を反映させにく
いこと,地区計画は住民に発案権があるというものの,
適用対象地区が限定されているという問題がある｡また,
いずれの制度も住民の合意率がきわめて高く設定されて
いるために,締結,策定が困難であることも指摘される｡
今日,共同住宅や高層ビル等,無秩序な開発への歯止め
として地域コミュニティによる住環境コントロールへの
要求は高まりつつあるが,既存制度は地域要求の反映の
上にたって活用されるものとはなり得ていないといえる｡
地区レベルの計画の策定,実施に住民参加がすすめら
れているものとして改善型整備事業があるが,地区と行
政双方の責任や義務が不明確であり,その実現性につい
てもあいまいさが残っている｡これに対して自主協定は,
法による権限や強制力をもたないながらも住民自身が執
行責任をもつという点で,一定の効果をあげつつある.
このような協定は既存の研究では,オーソライズされ
ていないという意味で任意協定と呼ばれている｡法に従
って認定,運用がなされる現行の計画の枠外の協定とい
う規定である｡しかしのちにみるように,建築協定にお
ける全員合意規定のハードルの高さが自主協定の制定を
促している側面があり,これに対応して行政においても
自主協定の認知がすすみ,一定の行政対応も引き出され
ている｡このような点にかんがみれば,任意協定という
用語規定は必ずしも的確であるとはいえない｡また,也
区との協議や合意がなくても合法化される開発者の計画
に対置し,地区住民自らが地区の開発 ･保全のコントロ
ールをおこなう試みであるという意味をあわせて,本研
究では自主協定という用語を用いるl)0
自主協定に関する研究は1970年代後半から現れており,
その初期のものとしては,東京区部の既成市街地におけ
る事例研究がある｡高見沢邦即は,自主協定は公的規制
(1)
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の不充分さを埋め,漸次公的規制の改善をすすめるため
の先導的役割をもっていること2),五十嵐敬書は,建築協
定や地区計画との比較から,地域の個性と流動性を前提
にした柔構造をもち,住民の運動によって実現されると
いう自主協定の特性を明らかにしそいる3)｡自主協定制定
地区での建築協定や地区計画の既存制度の準用実態につI
いて分析した研究では,地域共同のルールとして制定し
た自主協定のうえに法的拘束力をかぶせるための手法と
して,建築協定と地区計画が活用されていることが明ら
かにされている4)｡このほか,まちづくり憲章の事例報告5)
では,歴史的都心部の生活文化や景観の保全という課題
に対応して柔軟に運用されていることが報告されている｡
ニュータウンの事例報告6)では,協定をもつ地区ともたな
い地区の比較から前者に合意型の環境保全行動が多いこ
とが明らかにされている｡
住民が主体となった居住地計画を考えていくうえで自
主協定の取り組みの展開は,つぎの2点において意義を
もつものと考える｡ひとつは,地域においては住民共同
の居住地計画の実施,体系化に対する能力を高めること,
ひとつは行政に対しては既存制度の運用の幅を押し広げ
ていく力になることである｡本研究は既存の研究成果を
ふまえながら,以上のような観点から,自主協定の取り
組みの展開を都市圏の広がりのなかで把握し,課題を導
き出すことを目的としている｡
2.研究の対象 と方法
自主協定の多くは,その理念や目的,基準や規制を記
述するものであるが,なかには規制内容の記述さえない
ものもある｡また制定のプロセスにおいても,制定,柿
結という手続きをへないものもある｡これら協定として
一般に考えられる要件を備えないものもあるが,これは
自主協定が,コミュニティの了解や地域全体を熟知する
地域リーダーの裁量等によって運用できる幅の広さをも
っているため,あえて明文化されないことがあるという
こと,また,運用の実績によって規制内容を具体化して
いくという自主協定の特性によるものである｡本研究で
は,住環境コントロールの手段として協定を活用し,そ
の運用主体としての組織があることを要件として事例抽
出している｡自主協定の形成とその展開をみるうえで,
これら多様な協定,取り組みをあわせて考察する必要が
あると考えるからである｡本研究ではこのような考えに
もとづき,つぎのような手順で考察をすすめる｡
1)大阪都市圏で自主協定地区がどのような広がりを
みせているかを明らかにする｡
2)住環境コントロールへの地区住民の取り組みがど
(2)
のような背景のもとで始められ,自主協定へと展開した
のかを住宅地の特性と関連づけながら明らかにする｡
3)自主協定の取り組みの広がりが,どのような行政
の対応や支援を引き出し,そしてどのような課題が残さ
れているかを把握する｡
調査は大阪都市圏 (大阪府,兵庫県,京都府)を対象
にした｡協定地区は,大阪府では建築行政への問い合わ
せにより把握したが,補足的に新聞記事などからも収集
している｡兵庫県および京都府では,建築協定条例をも
つ自治体へのアンケート調査によって把握した｡対象と
した地区は･54地区である(秦-1)｡調査は,協定地区お
よび行政へのヒアリングを1994年8月から12月にかけて
おこなった｡
3.~自主協定地区の全般的特徴
3-1.協定地区の性格とその分布状況
自主協定地区とその分布の特徴として,つぎの2点が
あげられる｡1)制定地区は,いずれも住居用途の地域で
ある｡都心部やそれに隣接するスプロール地域,用途混
在地域に事例はみられず,これら地域の空隙に残る戦前
に開発された郊外住宅地と,さらにその郊外に1970年代
以降に開発された住宅地に集中してみられる｡2)分布状
況は散在的であるが,豊中市や枚方市,八尾市では取り
組み地区が多くみられる｡これは住環境コントロールの
必要性の社会的高まりのなかで,先駆的な自主協定の取
り組みに学んで広がりをみせたものである (図一1)0
3-2.協定地区の住宅地類型
自主協定は,住宅地のタイプによって取り組み過程や
内容に特徴がみられる｡そこで,対象地区を宅地の開発
方法,宅地分譲条件の有無,開発時期によって分類した｡
このうち,宅地分譲条件 (以下,分譲条件と称す)とは,
新住宅市街地開発法や分譲主によって宅地購入者に課さ
秦-1 対象自主協定地区数
自治体名 地区致 自治体名 地区数
大阪府 和泉市 1 大阪府 宮田林市 3
泉佐野市 1 枚方市 7
大阪狭山市 2 松原市 1
河内長野市 2 八尾市 6
岸和田市 1 太子町 1
堺市 1 兵庫良 芦屋市 1
高枕市 1 京那府 宇治市 2
乾他 :住環境制御を目的とした自主協定
れる条件を指しており,建物用途,高さ,階数,地盤面
の規制等を主な内容としている｡形式としては,宅地売
買契約書に明記されたもののほか,宅地購入者が分譲主
に｢建築確約書｣として差し出すもの,分譲者からの｢お
願い｣として差し出されるもの等がある｡
この分類における住宅地型の協定地区の概要は,つぎ
のとおりである｡なお,対象地区の大半は,自治会総会
での決議等による合意を基礎として,自治会が運用主体
となるか,運用機関との連携体制をとっている｡また,
その運用の範囲も自治会の自治の及ぶ区域としている場
合が多い｡したがって以下では,地区の規模を表す指標
として,自治会加盟世帯数を用いている｡
【分譲条件付開発地区】:23地区｡昭和40年代までに開発
されたところが20地区ともっとも多く,昭和50年代のも
のが2地区であった｡いずれも戸建て住宅中心の住宅地
秦-2 協定地区の住宅地型と地区の規模 (地区赦)
住宅地 世相 ～49 50一 100- 200- 300- 計
団地尉発 分譲条件付開発 2 9 3 9 23
分譲条件なし 戦前開発 2 4 3 9
戦後開発 2 2 5 14
個別開発 1 2 5 8
(3)
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である｡このうち8地区には,新住宅市街地開発法によ
る10年間の協定が,15地区には,分譲者によって分譲条
件が設定されていた｡1960年代後半から1970年代前半に
かけて開発された地区が圧倒的に多く,その規模 (自治
会加盟世帯数)も100以上がほとんどで,300世帯を超え
る地区も39%ある｡
【分譲条件なし戦前開発地区】:9地区｡このうち7地区
は,電鉄会社等により郊外住宅地として開発され,敷地
規模や緑の多さなどの点で良好な住宅地が維持されてき
たところであった｡規模は比較的小規模で200世帯未満が
大半である｡2地区は,戦前の開発地区を中心にその後
の中小規模の開発地区を加えた,かなり規模の大きい住
宅地であり(それぞれ約2000,1100世帯),全体としては
多様な土地利用がみられる｡
【分譲条件なし戦後開発地区】:14地区｡いずれも一団地
開発による戸建て住宅中心の住宅地である｡50世帯未満
の住宅地から300世帯以上の大規模住宅地までを含んでい
る｡
【個別開発地区】:8地区｡区画整理や道路位置指定で個
別的な建設行為の蓄積によって形成された住宅地である｡
このうち4地区は区画整理による,戸建て住宅と共同住
宅が混在する住宅地であった｡共同住宅を含むため世帯
数はいずれも300を超える規模の大きい住宅地であった｡
4地区は,既存農村集落内の宅地化によって形成された,
戸建て住宅と賃貸共同住宅が混在する住宅地であった｡
世帯規模は小さい｡(秦-2･)
3-3.制定時期
協定の制定時期は大きく2つに分けることができる｡
自治会活動草創期にさかのぼることができる場合と,そ
の後の住環境形成過程に,建築や開発に関する計画など
特定の地区課題が起こり,それを解決するために取り組
まれた場合である｡前者は11地区あり,おおよそ1980年
以前に,後者は43地区あり,1974年ごろから取り組み例
がみられ始め,79年以降,とりわけ1988年以降に急増し
そいる｡
4.自主協定制定の経緯
本項では,自治会活動草創期とその後の住環境形成過
程の2つの時期に分けて,先にみた住宅地のタイプ別に
協定の取り組みの背景と経緯をみる｡(秦-3,図-2)
4-1.自治会活動草創期の取り組み
4-1-1.分譲条件付開発地区
分譲条件は2種ある｡ひとつは新住宅市街地開発法に
もとづく協定であり,拘束力は一定あると考えられるが
10年間の期限付きである｡もうひとつは分譲主による分
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譲条件であるが,転売後の購入者へは拘束力峠及ばない｡
分譲条件それ自体には,地区の組織的な住環境コントロ
ールの要件は備わっていない｡したがって多くの地区で
は,分譲条件は宅地購入者による個別的な維持にゆだね
られていた｡
そのなかで居住地形成の初期から,住環境コントロー
ルの試みがみられたのは,分譲条件を地区共同のルール
と位置づけ,その運用に自治会が取り組んだ9地区であ
る｡そのうち3地区では,分譲者が分譲にあたって,入I
居者による分譲条件遵守の組織的管理を期して,そのた
めの契約や規約を用意し,自治会がこれをうけついでい
る｡(図-3)
秦-3 住宅地型別の自主協定取 り組み開始時期 (地区数)
戦前即発 戦後開発
自治会活動草創期 9 ウ▲一 0 0 ll
住環境形成過程期 14 7 12 8 41
不明 0 0 2 0 2
分課条件付開発
地区 (23地区)
分課条件なし戦??
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
個別開発地区
(8地区)
23地区
そのひとつに,1967,8年ごろに和泉市で分譲された
Y地区がある｡この地区では分譲者が,分譲条件遵守の
管理を自治会結成以前は分譲者が,結成後は,自治会が
行うという売買契約を宅地購入者と交わしている｡自治
会はこの契約にもとづき,1971年の結成以後,分譲条件
の宅地所有者への周知と,行政や業者への協力依頼の働
きかけをおこなっている｡
河内長野市のA地区では,分譲者が一人協定として作
成した建築協定が認可されなかったため,これを分譲条
件として宅地購入者に手渡していた (1973年ごろ分譲)0
この地区では,協定書の規定にしたがって運営委員会が
つくられた｡
このほか,分譲者が建築物の用途や階数などの分譲条
件を盛り込んだ,地区の下水処理施設等の管理組合規約
を用意しており,のち自治会が自治会規約に盛り込んで
運用している岸和田市のH地区がある(1969年分譲)｡組
合規約に用途規制等の分譲条件が盛られているのは,也
区所有の下水処理施設の処理能力という限定性があった
からである｡同種の規制はこの他の団地開発地区にも数
例みられたが,特定目的による規制は抜け道がつくられ
る可能性があるために,必ずしも規制力が強いとはいえ
ない｡また公共下水道の整備にともなって地区内処理方
式が廃止されつつあるという状況もある｡H地区では,
1970 75 この間に6 80 85 90
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図-2 対象自主協定の住宅地型別制定時期
分扱者より引き継ぎ
自発的に開始 (6地区)訣条件の組織管理
分譲条件の組織管理なし)
:三:=ト
住環境形成過程
継続運用 (7地区)
不明 1
~1+ 継続運用.建築協定 (2地区)
自主協定制定 (14地区)
図-3 分譲条件開発地区の自主協定の取 り組み経緯
(4)
乾他:住環境制御を目的とした自主協定
このような限定目的の規制を地区全体の住環境形成と保
全に役立てるために,自治会として運用したものである｡
これら自治会など地区組織が,分譲者からの分譲条件
遵守の管理の引き継ぎによって取り組みを始めIL-地区の
他,地区が自発的に分譲条件の組織的運用の.取り組みを
はじめた地区がある｡1970年前後に相次いで分譲された
枚方市の5地区の例がそれである.5地区は同丁の小学
校区内にあって隣接しており,取り組みの経緯の詳細は
不明であるが,居住地形成にあたって分譲条件遵守の組
織管理の必要性が共通に認識され,取り組まれたてものと
みられる｡1984年に分譲された泉佐野市のS地区では,
自治会が当該地区の分譲条件を行政に示し｡,その理解,
協力を申し出ている｡
分譲条件は,分譲者と宅地購入者間の個別的な契約 ･
申し合わせにすぎない｡これを地区共同のルールとする
には,それを運用する地区組織がつくられその社会的認
知を広めるとともに,地区住民の間に､も共同のルールで
あることの認識を高めることが必要になる｡上の9地区
では,分譲条件を組織管理する主体として自治会が機能
し,規制内容を表示した看板の設置やi空き地所有者や
業者,行政への通知,協力依頼をおこなっている｡
また,協定の内容において共通･していることは,分譲
条件をそのまま地区共同のルールと設定していることで,
その内容を検討したりあらたに内容を付加するなどはみ
られない｡1980年以降の事例では,分譲条件の再検討や
あらたな内容を付加して協定書を作成しているところが
ほとんどであるのとは対照的である｡･これは･,居住地形
成の初期にあたって,分譲条件の再検討やあらたな内容
の付加を必要とするような住環境問題はほとんどなかっ
たということが理由であろうと考えられる｡
4-ト2.分譲条件のない住宅地
分譲条件のない住宅地で,自治会活動の初期から住環
境コントロールを指向し取り組んだ地区は131地区中-2地
区であった｡いずれも戦前に団地開発された住宅地であ
る｡
芦屋市R地区は,開発時の敷地面積が300坪以上あり,
敷地分割のすすんだ今日でも最低敷地面積120坪以上を維
持している地区である｡ここではi宅地分譲後も住環境
コントロールの目的から自治会と一体不可分の関係にあ
る会社に地区内道路の所有権を残し,地区の自治と道路
管理の立場から事業者との建築物の計画内容についての
事前協議がおこなわれてきた｡この地区は,香港の白人
居住地をモデルにしており,当該地の手法が採り入れら
れたものとも推察されるが不明である｡
豊中市H地区は,親睦を目的とした地区組織があった
(5)
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が,周辺部の開発が広がるにつれて住環境保全の必要性
が高まり,戦後から建築行為に関する基準,規制を設定
し,運用してきた｡
以上,自治会活動草創期から住環境コントロールに取
り組んだ地区は,分譲条件をもつ住宅地に圧倒的に多い｡
これらの地区では,良好な住宅地のイメージを維持して
分譲促進につなげたいとする分譲者が,分譲条件の組織
運用を実現するための契約や規約を用意していたこと,
また宅地購入者の分譲条件に対する遵守意向が高いこと,
これらを受けて自治会も居住地形成の管理に意欲的であ
ったこ七が,･その理由であろうと推測される.他方,戟
前開発の住宅地に.も数は少ないながらも,その卓抜した
住環境の良さ-を維持保全しようとする意思は強く,建築
に関するル｣ルや事前協議㌢ステムをつくっていた事例
のあることがわかった｡
4-2.住環境形成過程の取り組み
住環境形成過程で,自主協定を制定し住環境コントロ
ールの取り組みを始めた事例はいずれも,.建築開発の反
対運動をきっかけとしている｡このような事例は,1970
年代からみられ始めるが,79年からその数は増加し,し
かもその形式や内容が多様になっている｡本項では,79
年を境に前後に分けてその制定の背景,経緯をみる｡
4-2-1.1978年以前の取り組み
【分譲条件付開発地区】では,1960年代に大阪府によっ
て開発,分譲された千里ニュータウン内の8地区がある｡
これらの地区には新住宅市街地開発法による10年間の協
定があったが,期限切れ後10年近くJ経過し,宅地の転売
や敷地分割,建て替えがみられるようになった｡このよ
うな住環境の悪化をくい止めることを目的に当初,建築
協定の締結が目指されたが全貞合意ができず,会長会議
という8自治会の連絡組織による連携プレー によって1976
年から80年までの間に,ほぼ同一の内容で順次,自主協
定として制定された｡この8地区をはじめとして以後,
建築協定を目指す地区が多く現れるが,同様の理由によ
って自主協定を制定する事例が増えている｡
【分譲条件なし団地開発地区】:3地区で自主協定の制
定がみられた｡'74年ごろ,枚方市Y地区では,アパート
居住者の地域生活上の問題が契機となり,富田林市丁地
区では,併用住宅の建設をきっかけにして,協定の取り
組みがあった｡これらは,地区課愚に対する独自の組織
的,継続的な対応策として協定をつくり運用のシステム
をひらいた事例の最初のものである｡
この他,建築協定締結が困難であったために自主協定
を制定した例に,業者による敷地分割と狭小建て売り住
宅の計画が明るみになったのがきっかけになった八尾市
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M地区の例がある (1978年)0
4-2-2.1979年以降の取り組み
1978年以前は散発的であった制定数は,79年に3地区
で制定事例をみて以来,ほぼ毎年みられるようになり,
とりわけ86年以降にその数が急増している｡
この時期の注目すべき協定として,79年に制定された
八尾市K地区の ｢住環境を守るための協約｣と宇治市N
地区の ｢町内会環境保全要項｣がある｡これら協定は.
地区のどのような価値を大切にし,また発展させようと
するのかといった協定の目的や理念が端的に叙述され,
具体的な規制事項とあわせて,地区共同の土地利用 ･住
環境形成の計画としての体系をつくろうとしている点で,
後の自主協定のながれを特徴づけるものとなっている｡
このような地区の共同意思を叙述した協定書が現れた
背景には,建て替えや転売,相続の発生にともないL,共
同住宅やワンルームマンション,敷地分割のうえに狭小
建て売り住宅を建てる計画等,分譲後数10年をへて住環
境の変動が顕著になってきたこと,しかもこのような無
秩序な建築行為が法によって正当化され,強行されるこ
とといった状況があった｡この時期の対象地区の取り組
みで把握できたものをみると,13地区でマンションや敷
地分割をして狭小建て売り住宅を建てる計画等を阻止す
るために,業者との交渉,行政への建築確認不許可の要
望,議会への請願等の運動をおこなっている｡これらの
運動の結果は,計画中止が1事例にすぎず,計画変更に
こぎつけたのが7事例,要求実現がならず建築されたの
いものではなく,この教訓から将来にわたって継続的に
住環境を守る手法が模索された｡また,着工まで地区に
は建築や開発の計画内容が明らかにされないという不条
理を解消すること,住宅の更新が多くなるなか工事現場
周辺住民からもちこまれる相隣問題の事前対応も重要な
課題になっていた｡
他方,この時期の行政の対応は,建築確認にかかわっ
て地区からもちこまれる問題が多数にのぼり,行政指導
の根拠を明確にするうえで建築歯定の締結を提案すると
ころが多かった｡そのため当初,建築協定を目指した地
区も多い｡しかし,千里ニュータウン8地区等の事例に
みられるように,制度上の問題から結果的に住民要求に
応えられず,建築協定案をそのまま自主協定として制定
し運用をしている事例が増加しているのが,この時期の
特徴である｡
以下,それぞれの住宅地分類ごとに協定制定の経緯を
のべる｡
【分譲条件付開発地区】:自治会として分譲条件を組織
的に運用してきた地区ではその取り組みにもかかわらず,
この時期の協定違反行為を完全に阻止しえず,その取り
組みの弱きが反省され,あるいはあらたな取り組みの必
要性が認識された｡そこで2地区で,自治会総会や役員
会で分譲条件遵守徹底の再確認の決議をする (93年,94
年)とともに,あらためて行政に対し理解と協力を申し
出ている｡この他,枚方市の2地区で,分譲条件の運用
のみでは充分な拘束力を期待できなくなったことから,
拘束力を法的に強化する目的で建築協定が締結された(90
年,91年)0
他方,この時期まで分譲条件の遵守が組織的に管理さ
れるなどの活動がなかった地区では,転売によって分譲
条件の有名無実化が進行していたが,80年代にはいって
ワンルームマンションや敷地分割等がおこり,分譲条件
を反古にしかねない問題であるとの認識が高まった｡宇
治市H地区では,自治会で協定をむすぶ必要があるとの
気運が高まり,建築協定と自主協定の長短をしめしたう
用が可能である自主協定への要望が多数を占め,83年に
制定された｡高槻市M地区と河内長野市K地区では,自
治会が中心になって業者によ･る敷地分割のうえに狭小建
売住宅を建設する計画および共同住宅計画に対する激し
い反対運動がおこされ,建築協定の締結が目指された｡
しかし全員合意ができず,それぞれ87年,88年に自主協
定として制定している｡
このほか,着工されて初めて建築や開発の計画概要を
知り,分譲条件違反が問題になるという事態を避け,あ
わせて近隣に影響をもたらす工事に規融をくわえるため
に,事前協議による合意にもとづいて工事協定を業者と
の間でむすぶことを定例化した大阪狭山市01地区があ
る (1986年ごろ)0
これら分譲条件のあった地区では,分譲条件の遵守意
欲をもつ自治会や住民によって分譲条件を維持活用する
ことから協定という手法が編み出されてきたが,分譲条
件のなかった地区では,一過的な反対運動からどのよう
な手法で継続的に住環境コントロールを実現するのかの
模索がなされた｡そのうち多くみられるのは,近隣の協
定地区に学ぶ場合であるが,このほか,問題となった業
者からの要望,サジェスチョンによるものもあった｡
【戦前団地開発地区】:いずれも敷地規模の大きい住宅地
であり,ワンルームマンションが問題になったところが
多い｡すでに以前から取り組みのあうた2地区では,あ
らたな自主協定の制定 (85年),あるいは改訂 (90年)が
行われた｡このほかの7地区では,近隣の協定地区に学
んで自主協定が制定された (82年～93年)0
(6)
乾他:住環境制御を目的とした自主協定
【分譲条件なし戦後団地開発地区】:3階建てマンション
計画に対する住民運動をおこした八尾市K地区では,当
該業者から協定による対応策を示唆されて,78年に自主
協定を締結した｡その後,建築計画に対する反対運動を
展開していた近隣の4地区が,上記K地区の取り組みに
学び,相次いで協定を制定している(88-93年)｡このほ
か建築の計画内容を確認,合意したうえで工事協定をむ
すぶことを定例化した地区が3地区あった(83,86,90年)0
【個別開発地区】:区画整理や既存農村集落の宅地開発
による住宅地ではいずれも,無計画な共同住宅の立地が
進行し,既存戸建て住宅の居住者から住環境の悪化の防
止が課題とされ,また共同住宅同士の相隣問題に対応し,
住環境の維持改善をはかる必要性が認識された｡そこで
共同住宅計画内容に一定の基準を設定することを目的に
協定が相次いで制定された (84-93年)｡
4-3.協定制定手続き
分譲者との契約にもとづいて,自治会が分譲条件遵守
の管理を引き受けた地区の場合,分譲条件管理は契約者
個人から自治会に移行したものとみてよく,とりわけて
制定手続きはみられない｡
住環境形成過程に取り組まれた事例43地区についてみ
ると,協定の多くは,自治会がアンケート,署名等で住
民要求をまとめるなどしたうえで協定案を作成し,自治
会総会の決議,役員会の承認等をへて制定されている｡
自治会のない1地区および自治会で対応できなかった1
地区では,問題解決を目指して運動をすすめてきた住民
有志を中心に署名を集めて制定している｡このほか,住
環境コントロールに関する具体的な内容の定めをもたず,
地区との事前協議にもとづいて締結される工事協定の場
合は,自治会長が書式を作成し,回覧などで手続きを設
定したことを公告するかたちをとっている｡
5.協定内容
自主協定は,住環境保全をめざす地区住民の取り組み
のなかで結実,発展したものであり,名称や形式,内容
規定はきわめて多様である｡
名称をみると,分譲条件の組織管理をおこなった初期
の事例では明確な名称を持つものは少ない｡これに対し
1979年以後の事例では,協定の多様な制定過程を反映し
て,｢申し合わせ｣や ｢要望｣ ｢憲章｣などの名称で,住
民が地区の意思を確認し,あるいはそれを社会的に訴え,
宣言する等の形態をとっている｡このなかには自治会の
｢要望｣ ｢統一見解｣のように一見,協定とはみなされな
いものも含まれている｡しかし,例えば単なる申し合わ
せにすぎないと思われる名称のものでも,社会的認知を
(7)
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求める活動はなされているし,自治会の ｢要望｣と称し
ているものでも,｢要望｣を実現させるための運用機関が
設置されている｡
協定をその形式と内容によって分類した｡(1)土地利用
等に関する●基準,規制をリストアップしたもの (規制リ
スト型),(2)協定の目的,理念を前文におき,それをふ
まえて規制内容を規定しているもの (目的 ･理念叙述
壁),(3)以上のような形式や内容をもたず,地区合意の
うえで工事を許可するという手続きの規定をもつもの(工
事協定型)の3つであった｡
5-1.規制リスト型
(1)の協定は,軍制内容のみの単純な構成になってい
る.分譲条件を組嘩管理している地区に多くみられるも
ので,宅地売買契約等から分譲条件を抜き出したものと
なっている (義-4)0
5-2.日的 ･理念叙述型
協定の約半数は,目的,理念を叙述した前文と具体的
な規制事項等を記している本文で構成されている｡
このなかで建築基準法69条が定める建築協定の目的,
内容規定がそのまま使われ,あるいは準拠しているもの
は15事例みられた｡このうち,実際に建築協定締結がな
らず,その案を自主協定として制定しているものは12事
例あった｡地区共同による住環境コントロールの手法と
して建築協定は,行政の提案もあって知られるようにな
っているが,全貞合意規定をはじめとする制度上の問題
から締結がむずかしく,それが自主協定の制定を促して
いることが示されている｡これらは建築協定の代替手法
として出発しているわけであるが,協定参加区画や有効
期限などを設定している事例は豊中市と八尾市の各 1地
区だけで,多くは有効期間を設けず,自治会の自治がお
よぶ区域全域にわたって運用~していく体制をとっている｡
建築基準法を念頭におかず地区独自に作成された協定
事例 (11事例)では,前文に特徴がみられ,地区住民が
秦-4 規制リスト型自主協定 こ1
(分相条件の組織管理地区の18走の主たる内容)
tB定内容地区名 I戸 住居 2秤 高さ 共同 也盤 区画 建物 早ヽ 工作 分譲条件妃歓の書面建て 専用 iで 規刺 住宅先刺 面先例 変更#止 の形BA 柵の規刺 鶴規刺 名称
和泉市Y地区 ○ ○ ○ ○ ○ 宅地充貫契約
泉佐野市S地区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (未把可一人協定)
岸和田市H地区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 分線者の ｢お救い｣
河内長野市A地区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (末位可一人協定)
枚方市0地区 ○ ○
枚方市KO地区 ○ ○
枚方市N2地区 ○ ○
枚方市N3地区 ○ ○
枚方市M地区 ○ ○
注)建物の形態規制 : 良好な住宅地形成に調和するもの
塀､柵の規制: 生け垣､クリンプネット等の使用､コンクリートブロックの蕪止
工作物先制 : 擁壁上工作物の敷地境界点からの張り出し及制
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見出した地区の自然,文化的価値や住環境保全に対する
共同の取り組みの必要性などが叙述されている｡共同住
宅に対する激しい反対運動の展開のなかから,地区住民
秦-5 日的 ･理念叙述型自主協定一覧表
の協力と協働をうたった八尾市K地区の ｢住環境を守る
ための協約｣ (1979年),わがまちの誇りとコミュニティ
の発展をうたった河内長野市K地区の ｢K地区まちづく
地区名 地区の泉虜 ､土地利用 協定の名称 制定年月(西暦) 目的 .理念 泉制内容
分譲粂 宇治市N地区 493世帯 N町内金額 79年3月 丑かな日照､広がる空間､清 最低数地面横1001種住専 境保全要項 淀な大気､緑の静寂な希境を m2､軒高6.5m､
●件付防発也区 守る . 1戸建住居専用､壁面後退 1m等
河内長野市K 2.6ba､507世帯 K地早 まち 88年 11月 環境を守り､.人権に厚いまち コミュニティ発展地区 1種住専 づくり恵章 づくり｡どこにでも誇れるま を妨げる集合住宅
50､100% ちづくり の楽止
分譲条件なし戟前防発也区 八尾市T地区 83世帯 ?● 88年8月 現韓境を守り､さらによくす 階数3､高さ11m､
2種住専60､00%､住居60 るため､建築基準法を守る 共同住宅原則禁止､建物の外観､正幸場等
堺市U地区 2000世帯 まちづ くり-89年 12月 地区-に愛着をもって良好な環 土地利用計画で具
1種住専40､80%､ 2種住専60 200%近商80､30% 恵章 境づくりに参加する.地域コミュニティの発展.まちづくりのルール 自主的な作成と遵守 体化
分譲条件なし戟 八尾市K地区 137世帯 住韓境を守 79年3月 住珠境をよくするために力を 階数2､軒高8m､
2種住専60､200% るための協約 あわせ共同で取 り組む 共同住宅禁止､駐車場等
後開発也区個別 1種住専50､ づくり､人権の尊重､子ども アパー ト.共同住
100% たちの健全な育成 宅の禁止
八尾市N地区 170世帯 住宅環境協約 89年2月 住宅韓塊を維持増進し､仲間 階数2､高さ9m､2種住専60､ 意識に溢れた住みよいまちづ 葵同住宅禁止､看
200% くり 板 .駐車場規制等
八尾市0地区豊中 TSK3地区 209世帯 住宅環境 を 91年8月84 10月83 緑畳かで潤いのある良好な町 貸し倉庫 .共同住
1種住専60､ 守る為 の協約T地区にお 並みを形成.お互いに力をあ 宅の禁止､階数3､50%､ 2種住専60､200%約70世帯 わせ､共同で取 り組む人の心が交い合う､健やかな 高さ10m､看板 .駐車場規制専用床面積29m2
2種住専60､ ける集合住 美しい住宅地を守 り育てる明るく健康的で潤いのあ 日 駐車場､ゴミ置き発也区 00yo､住居60.3W 近藤84 %65世帯 宅建設に関す 自治会要望書中帝層建.築 場､物干し台､駐輪場､管理人放 ､入居者規則制定等野数5 日照 .威
住居60､200%82世帯 物の健酸に 常生活と安心して平和に含ま 屈惑､フライバシー ､
ついて,お庭 れるまちづくり.中高層建築 植栽､歩道 .駐車
レヽ住宅揖痩細 物建設は住民､建築主､行政が一緒に取り組む.●良好な住環境を保全し さら 場設置､管理人常駐､町会加入等住居専用､高さ10
種住専60､ 持向上に関 に向上をはかるため､共同で m､駐車場 .看板
(8)
乾他:住環境制御を目的とした自主協定
り憲章｣ (88年),大規模共同住宅建設により住民が追い
出されたことから,中高層建築物の計画における住民,
建築主,行政･3者の協働の必要をうたった豊中市S地区
の ｢中高層建築物についてのお願い｣ (88年)等がある｡
駅前商業地域と周辺の住居地域を区域として取り組みを
している堺市U地区では,自治会と商業者組織が合同し
てまちづくり憲章と具体的な土地利用計画をつくってお
り,地区の計画としての体系化がすすめられている｡共
同住宅の立地が進行している個別開発地区では,共同住
宅計画と入居後の住環境管理に対する具体的な規制 ･規
定が設定されている例が多い｡(秦-5)
5-3.工事協定型
(3)は工事協定の名称により,地区と事業者が建築や開
発の計画内容について協議し合意をしたうえで,工事作
業に関して取り決めをするもので,4事例ある｡一般に
工事協定と称されて工事作業に関する規制を取り決める
だけものとは異なり,この協定の趣旨は運用機関による
事前協議,および運用機関と建築主との合意を協定締結
の前提としている点に特徴がある｡行政の建築確認が地
区住民の知らないうちになされ,工事が許可される現行
制度に対抗して,地区住民自らが建築物の計画内容をチ
ェックし,工事許可の権限をもとうとする試みである｡
したがって協定には,具体的な規制や基準の記述がない｡
手続きだけを規定した協定である｡中身は,地区で多く
の住民が了解し守っていると思われる･事柄をもとに,協
義,運用を積み重ねながら規定していく趣旨のものであ
る｡豊中市U地区 ｢建築工事に伴う迷惑行為の規制に関
する取り決め事項｣ (1983年),大阪狭山市01地区,0
2地区の｢念書｣ (それぞれ1986年,89年)がその例であ
る｡表-6にあげた豊中市U地区の例は,｢取り決め事項｣
でその目的と手続き,および遵守事項が明記されたもの
表-6 工事協定の例 (豊中市U地区)
名称 建築工事に伴う迷惑行為等の規制に関する取 り決め事項
日的 新築 .建て替え等に伴う各種苦情紛争を未然に防止する
良好な住環境の保持と美しいまちづくり
手続き 沌工主は､近隣全点および地区長に事前通知､協譲する
秦-7 運用主体 (地区数)
既存横関 自治会長および役貞会 35
自治会環境部会等 2
あらたに設置された専門運用機関 15
である｡
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6.協定の運用
6-1.運用主体
自治会長や自治会内の環境部会等,既存の機関が協定
の運用機関として引き受ける場合のほか,｢まちづくり審
議会｣や ｢環境対策委貞会｣等の名称で,自治会正副会
長,役員や専門家,有志住民等によって構成される専門
機関を設置する場合がある｡自治会として対応できなか
った地区や協定参加区画を設定している地区では別個,
運用機閲を設けているが,この場合でも自治会役員が構
･成貞に入ることによって,自治会との緊密な関係を保ち,
また年ごとに交替する役貞を補佐し運用の一貫性,継続
性を維持しようと工夫されている (秦-7)｡
6-2.協定の社会的認知活動
協定による住環境コントロールは,具体的な案件に対
する事前協議と協定違反が起こったときの違反者への対
処といった取り組みによって実現される｡しかし建築確
認されたのちに,交渉によって計画変更や中止を実現さ
せることはむずかしく,･多大な労力を要する｡そこで事
前防止の重要性という観点から,地域社会で協定の認知･
妥当性を広めること,協定の規範性を高めることが,ち
うひとつの課題となる｡協定運用機関の運用規則にこの
ような活動を第一に位置づけているところもある｡ほと
んどの地区で,.行政担当課や非居住の土地所有者に対し
て,協定書の通知,協力の依頼がなされており,さらに
地区内に看板を設置して協定の趣旨や規制事項が公示さ
れるところもある｡地区内でも,回覧等によって協定の
浸透をはかり,宅地の転売に際しては協定の引き渡しが
義務づけられている｡
協定がどの程度に社会的に認知されているのか,そし
てそれがどの程度に効果をあげているのかを判定するこ
とは困難であるが,-認知の広がりを知ることのできる事
例として,不動産広告に協定の存在を明記する不動産斡
旋業者が数社みられる地区,協定制定より20年にわたっ
て業者より計画の事前通知が徹底されている地区,協定
の存在を知って宅地購入した人がでてきている地区をあ
げることができる｡また行政においても,事前通知や事
前協議指導をおこなうところが少なくないこともその効
果といえる｡
6-3.事前協議
事前協議は,問題が先鋭化する前に,
もとに規制,誘導ができるものとして,
きい｡その具体的な内容は,協定目的,
件となっている計画の妥当性を判断し,
(9)
当事者の合意の
その実効性は大
理念に即して案
それによって改
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善,代替案を提案し,事業者と交渉するという一連の協
議活動を指している｡
6-3-1.事前の情報収集
事前協議の場が用意されるためには,行政や業者から
情報が流されるシステムがあることが必要である｡協定
は,このシステムを切り開くという目的をもっている｡
しかしこうしたシステムが開かれていない場合は,地区
により事前の情報収集が必要になる｡
行政よりの事前通知は,対象協定地区をもつ自治体の
3/4でおこなわれており,事前通知は一定すすんでいるこ
とがわかる｡ただし対象自治体は,自主協定地区を把握
または認知しているところであり,.自主協定がありなが
ら把握も認知もしていない自治体が本研究の対象外にあ
ることを考慮すれば,行政からの事前通知の対応の高さ
は割り引いてとらえておく必要があろう｡また,事前通
知の対象を,法基準や行政が独自に設定した基準,ある
いは協定が設定している規制にかかわる計画のみに限定
している自治体は少なくない｡不動産経営を目的とする
宅地所有者等によって,建築確認を経由せずに建築や土
地利用の変更がなされる例も発生している｡このような
状況から,空き区画の動向の観察や不動産斡旋広告のチ
ェック,住民からの通報収集等の積極的な情報収集活動
をおこなっているところが少なからずみられた｡
6-3-2.事前協議システム
事前協議の実績があり,その過程が明らかであった27
地区について,事前協議機関と事前協議のプロセスにつ
いてみる｡
事前に持ち込まれた建築や開発の計画内容は,自治会
長や運用機関代表者がチェックし承諾する｡問題をふく
む計画の場合は,専門機関で協議検討し,計画用地の近
隣住民と協議し,了承を得たうえで運用機関の長が承諾
することによって,地区合意が成立する｡あらゆる計画
が協議機関に回されて協議に付される地区もある｡また,
規模が小さい地区,憲章や工事協定等規制内容や数値を
詳細に規定しない協定をもつ地区では,自治会長や運用
機関の代表者が案件の用地近隣の住民を招集し,専門家
のほか地区長 ･班長等の当該自治会最小単位組織の代表
者を加えるなどして協議されるところがある｡このよう
な対応方式は,協定の趣旨･目的に照らし,個別の近隣
環境に対応しながら柔軟に合意形成するべきであるとい
う考えに立ったものである｡例として,最高高さを50cm
オーバーしている計画について,周辺環境からみて影響
はなく,周辺住民も了承したので合意した例がある｡た
だし,このような対応方式も,最小地区レベルで処理で
きる建築物の計画であって,中高層共同住宅のような地
区全体として考えなければならない計画は,運用機関や
自治会を中心に協議がすすめられる｡
地区合意成立ののち,自治会長や運用機関代表者が承
諾書を発行している地区があった｡行政が,地区の承諾
書を建築確認申請の添付書類としているところは,16自
治体中3であり,これは対象地区54地区のうち10地区に
対応している｡
6-3-3.運用実績
54地区中18地区で協定にもとづく事前協議によって計
画の変更,中止または撤回の実績があった｡対象となっ
た計画は,共同住宅やビルが過半を占め,ついで業者に
よる敷地分割狭小建て売り住宅の計画であった｡地区の
反対 ･要求にもかかわらず協定に違反する行為は6地区
でみられた(秦-8)｡着工や竣工後の要求実現はきわめ
てむずかしく,地区の要求に応じて事業者が是正してい
るのは2事例のみであった｡要求が実現できたのは1事
例にすぎない｡とりわけ個別開発地区の共同住宅の立地
が進行している地区では,共同住宅計画に関する協定が
守られにくく,違反行為の常態化がみられることが指摘
される｡
協定違反者は,新規宅地購入者,自営業者,非居住の
地主であった｡このことから協定は,地区住民には一定
浸透しているとみることができる｡新規宅地購入者や非
居住の地主,業者に対して,どのように協定の認知や理
解をすすめるかが課題になっている｡
6-4.建築協定の締結
自主協定のうえに建築協定を締結している地区は3地
区,建築協定の締結をめざして準備を進めている地区が
1地区あった｡いずれも最近の,ワンルームマンション
や敷地分割による狭小建て売り住宅の計画等を契機に発
秦-8 協定違反事例
地区名 協定違反内容 地区の対処と事葉音 応
和泉市U地区 2区画併合の駐車場 提訴
豊中市T地区 共同住宅の物干し場､駐輪場､管理規定
枚方市KO地区 学生寮 建物撤去と分譲者の買い戻し
枚方市KS地区 アパー ト
八尾市K地区 寮
八尾市M地区 3階建住宅
(10)
乾他:住環境制御を目的とした自主協定
意された｡業者が自主協定のあることを知りながら強硬
に計画をおしすすめる等の事例が出てきたために,建築
協定による拘束力の強化を期待して締結されたものであ
る｡これらの事例における建築協定は,従前の自主協定
に替わるものとしてではなく,自主協定によって地区全
体を住環境コントロールのカバーをかけたうえで,建築
協定で具体的によ●り強力に規制するという体制づくりで
ある｡
自治会活動草創期から分譲条件の組織管理をおこない
(70年ごろから),さらに建築協定を締結した枚方市の0
地区 (締結90年)およびKO地区 (同91年)についてみ
る｡自治会活動当初から組織管理していた分譲条件はい
ずれも,共同住宅を規制し戸建住宅専用の住宅地を維持
することをその内容にしている｡しかし,住環境形成過
程で,学生寮またはワンルームマンションの計画が発生
している｡どちらも計画者は地区外の学校法人,業者で
あり,行政はこれを許可し,学生寮は竣工にまでいたっ
ている (のち,これは協定にもとづき建築主との話し合
いで撤去され,土地は分譲者の買い戻しが実現した)と
いう経過をもっている｡
秦-9 枚方市 2地区の自主協定と建築協定の内容比較
1区画戸 共同住宅莱止 辛用住宅規定 高さ規刺 毒 蔓､J 横
0地区 自主協定 ○ ○
建築協定 ○ ○ ○ ○
KO地区 自主協定 ○ ○
建築協定 ○ ○ ○
秦-10 自主協定に対する行政の対応
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これら2地区の自主協定と建築協定の内容を比較して
みると,共同住宅の規制を基本としていた自主協定にく
わえ,建築協定では,高さ規制と敷地分割規制または最
低敷地面積規定が付加されているのみである (義-9)0
守るべき原則の規定のみにとどめている｡与れは,締結
のしやすさという意図が働いたことも考えられる｡しか
し,KO地区の建築協定書では,上記の規定にとどまら
ずに,地区内での建築物の建築,大規模の修繕,模様替
えについては,運営委貞会への事前説明と承認を要する
として,地区の住環境コントロールについての運営委員
会の主権が明記されている｡自主協定の柔軟な運用の理
念を活かした協定書となっている｡
建築協定案の作成中であった泉佐野市S地区等でのヒ
アリングからは,合意率を高め締結を実現するために基
準値を緩めざるを得ないこと,協定に不適格な既存の建L｢
築を追認せざるを得ないこと等,建築協定本来の住環境
保全の目的に反する対応を余儀なくされていることが明
らかになっている7)｡またいったん,設定された基準は,
それが許容限度として理解され機能することが予測され
る｡住環境保全を一定の数値で行うことの困難さを示し
ている｡
これに対し,運用組織代表者または自治会長へのヒア
リングから得た,建築協定に対する自主協定の評価をま
とめると,1)合意しやすい内容設定力亨可能であること,
2)協定が対象とする区域全体に住環境コントロールをお
こなうことができること,3)弾力的な運用が可能である
ことにあった｡
地区計画をめざした地区に八尾市Ⅹ地区がある｡当該
地区は,市内の後発4協定地区のモデルとなった地区で
あるが,運用機関役員の負担の大きさ,地区の現況や協
定の目標に対して,土地利用上の許容度の大きい2種住
専指定という課題,矛盾をかかえ,地区計画が検討され
た｡地区計画はこれら自主協定の課題と限界に対する解
決とみられたが,具体的な基準設定において合意を得る
自治体名行政の対応 和 泉 大 河 ■▲■序 堺 高 皇 育 枚 松 A 太 *′コ 辛 向
市 中 田 原 尾 子 屋 治 日
市 野市 狭山市 長野市 田市 市 市 林市 市 市 市 町 市 市 市
協定地区-の事前通知 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
事業者への手前協議指導 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ●
協定地区の合意書の確認申請への添付 ○ ○ ○ ○
(ll)
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ことが困難であったために策定の実現をみなかった例で
ある｡
7.行政対応
自主協定の拘束力の弱きは,行政による認知,行政シ
ステムでの対応によって高めることが期待される｡そこ
で,地区住民の自主的なコントロールの取り組みに対し
てどのような支援がなされるべきかという問題意識から,
自主協定に対する建築確認行政の対応と既存勧度の適用
の実態についてみる｡
建築確認との連動性を;事前通知,事前協議指導,逮
用主体の合意書の確認申請への添付,担当課での協走の
申し送りの有無の4点についてみると,自主協定地区が
多い豊中市,八尾市のほか,高槻市,富田林市ですべて
の点につき,おこなわれていた(秦-10)｡そのほかの自●
治体でも,一定限の対応がなされていることがわかる｡
ただし,事前通知の内容の範囲が行政によって限定を受
けているところが多いことは,6-3-1の項でみたとおりで
ある｡
他方,4自治体では協定が認知されず,地区の努力に
ょぅてのみ維持,運用がなされている｡行政が自主協恵
を認知すれば,制度上の対応がもとめられるであろう｡
しかも,自主協定に法制度上の根拠がない以上,行政と
しては指導の困難性がつきまとう｡これが行政の認知,
対応の進展をはばんでいる理由であろうと考えられる｡
そこで,協定地区に対する法制度の活用にむけた行政
の働きかけがあるかについてみると,少なからぬ地区が
行政より建築協定を勧められており,さらにはこれを受
けて具体的に検討している地区があった｡しかし前項で
のべたように,3地区をのぞいて締結が実現していると
ころはない｡八尾市K地区では地区計画を勧められ検討
されたが,実現していない｡全員合意規定のハードルの
高さが大きな障害になっていることが,これら法制度上
の課題である｡
しかし他方では,法制度による即物的で柔軟性に欠け
る基準値設定は,地区住民共同のコントロールになじま
ないと考える協定地区が少なくない｡これは,自主協定
の地区住民共同のコントロールの手法としての優位性を
示すものである｡自主協定の自主的な発展を期するため
に,協定の目的,理念が住環境保全の見地から地域社会
のなかで著しく艶際するものでない限り,行政は自主協
定を認知し,地区の取り組みに応える支援を整備するこ
とが求められる｡と同時に,既存の法制度の活用や適用
の範囲が広げられるような運用の改善も必要である｡
8.まとめ
大阪都市圏ですすめられている自主協定の取 り組みの
広がりと展開の実態を明らかにした｡それらをまとめる
と,
1)自主協定に取り組んでいるのはいずれも住居用途
の住宅地で,戦前開発の住宅地およびその郊外に1970年
代以降に開発された新親住宅地に集中している｡その半
数に宅地分譲条件が付されており,1978年以前の取り組
みの多くは,この分譲条件を自治会が組織的に管理しよ
うとして始めたものである｡
2)1979年以降,建築や開発に関する計画 ｣行為に対
する反対運動から発展して自主協定の取 り組みが増加し
ている｡協定の内容,形式において,初期の規制 リスト
のような単純なものから,協定の目的-理念-具体的規
制事項の設定という体系を備えるようになっている｡さ
らに,建築協定を締結し,･その拘束力の強化をはかる地
区も現れている｡
3)地域社会における自主協定の認知を広めながら運
用をすすめることによって,事前通知のほか事前協議指
導等,行政からの一定の対応を引き出しており,地区住
民共同の住環境コントロールのシステムを開きつつある｡
協定はこのことを当面の目的にしているが,運用の実績
を適して地区の土地利札 住環境の計画として内容規定
がはかられつつある｡
本論では,宅地開発地における分譲条件が,のちに地
区の自主協定へと発展する事例の少なくないことを指摘
した｡今後は,良好な住環境形成にかかわる主体のひと
りである分譲者 (事業者)の住環境コントロールや管理
への役割について検討する考えである｡
本研究の調査にご協力いただいた地区のみなさんおよ
び各自治体の建築行政担当の方からは多くの情報,資料
をいただきました｡記して感謝いたします｡
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Summary
Communityagreementtakenupforthisstudyisthemeanswhichresidentstrytocontrolvolutarilybuildingact
forconservationofresidentialenvironmentby.Thisstudyaimstomakecleartheconcludingprocessandthe
acturalconditionofemploymentofcommunityagreement.Mainresultsarefolowing:1)Communityagreements
arefoundinresidentialquartersonlyusedforresidence.In1970'searlycases,thetownassociationhasbegunto
managetheconditionofsubdivisionintheresidentialquarternewlydevelopped.2)Thecommunityagreement
increasesinnumberafter1979,whichregulatesstandardfiguresonthebasesofthepurposeandtheideaofthe
communityagreement.3)Employmentofcommunityagreementhasdrawntheadministrativeanswers,which
includethenoticeinadvanceandthepriorconsultationguidanceofthebuildingplans.
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